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Ⅰ 令和元年度における主な取組の内容

水道事業、電気事業の「経営計画」の初年度として、計画に掲げる
目標達成に向けて、施設の耐震化や老朽化対策を計画的に進め、水道
と電力の安定供給を図るとともに、水道スマートメーター等の新技術
導入に向けた研究や、再生可能エネルギーの地産地消等にも積極的に
取り組みました。

神奈川県営電気事業
経営計画
R01～R05

神奈川県営水道事業
経営計画
R01～R05

1

神奈川県企業庁
経営方針
H26～R05



１ 水 道 事 業 会 計
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１ 水道事業 ＜主要施策体系図＞
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１ 水道事業 ＜主要施策体系図＞
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１ 水道事業 ＜主要施策体系図＞
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年間の管路更新率を計画期間内に１％以上に引き上げ、
100年以上の耐久性が期待できる耐震継手管を使用して、
老朽化が進む管路の更新と耐震化を推進する。

●

管路更新に当たり、新たに布設
する水道管は、東日本大震災ク
ラス（震度７）への耐震性があ
るとされている「耐震継手管」
であるため、管路を更新するこ
とで耐震化も併せて図られる。
(７、11ページ参照)

目標1％以上

（１）中長期的視点に立った水道システムの再構築及び維持管理等

事業内容

取組状況（年間の管路更新率）

R元目標0.71％

管路更新推進事業
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管路更新推進事業の状況 ¦ 写真

耐震継手管は、水道管と水道管をつなぐ「継手」部分が鎖構造になってお
り、管が伸び縮みしながら、揺れを吸収するとともに、突部構造により水
道管の抜け出しを防ぐことのできる離脱防止機能付きの水道管である。

鎌倉市佐助地内送水管基幹管路更新工事 耐震継手管埋設工の様子

耐震継手管

（１）中長期的視点に立った水道システムの再構築及び維持管理等
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配水池や小規模水源の統廃合を推進するほか、県内の水道
事業者との広域的な連携に取り組む。

●
事業内容

●
取組状況
令和元年11月に５水道事業者 及び水道事業、河川
行政に関する有識者を構成員とする「これからの
時代に相応しい水道システムの構築に向けた検討
会」を設置

５水道事業者で取り組む方向性●

神奈川県、横浜市、川崎市、横須賀市、神奈川県
内広域水道企業団

※

浄水場の統廃合など大胆なダウンサイジングに
より、５水道事業者全体で最適となるよう施設
を再構築する
災害時等に浄水場が停止した場合のバックアッ
プ体制を強固にするため、取水から浄水までを
一体的に運用する仕組づくりを進める
エネルギー消費、災害リスクの低減を図るため、
ポンプを使わずに送水できる上流からの取水を
優先した水道システムの構築を目指す

①

②

③

（１）中長期的視点に立った水道システムの再構築及び維持管理等

水道システムの再構築

※



（３）水道における新技術の活用
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令和元年度事業費｜6,259千円

水道スマートメーター実用化検討調査事業

水道スマートメーターの実用化に適し
た通信方式の研究を行った。

●
●

取組状況

●

ICT、AIなど次世代技術の活用

ＡＩ等を用いた「電気・機械設備の故
障・劣化診断技術」について、民間事
業者と共同研究の協定を締結した。

取組状況
令和元年度事業費｜－ 千円●

スマートメーターのパイロット的試行や、センサー・AI等
を使った設備の維持管理技術や管路の劣化予測方法の研究
等を行う。

●
事業内容（水道における新技術の活用）
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浄水場や配水池、重要給水施設への供給管路等の耐震化を進める。

目標78.4％
地震に強い管路の割合●

事業内容

●

取組状況

災害協力病院への供給管路の耐震化

(前年度比＋0.4％)

水道施設耐震化事業

「地震に強い水道管」関係のイメージ図

（４）災害等に強い水道づくり
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水道施設耐震化事業の状況 ¦ 写真

平塚配水池（平塚市）内部の柱に鉄
筋を挿入して補強している様子

寒川浄水場送水ポンプ井の躯体に鉄筋
を挿入して補強している様子
(寒川第３浄水場は令和元年度で耐震化完了)

（４）災害等に強い水道づくり



（４）災害等に強い水道づくり

12

令和元年度事業費｜601千円

災害時の受援体制の強化

災害時の相互応援協定を締結している
千葉県企業局や、管工事業者と合同訓
練を実施した。

●
●

取組状況

寒川浄水場浸水対策事業

相模川や目久尻川の氾濫
に備えた寒川浄水場の浸
水対策として、計画を前
倒して敷地外周フェンス
基礎の嵩上げ等に着手し
た。

取組状況
令和元年度事業費｜16,469千円●

●

揚水ポンプ所停電対策事業

揚水ポンプ所の停電
対策として、令和元
年度からの２か年の
債務負担行為を設定
し移動電源車の導入
に取り組んだ。

取組状況
令和元年度事業費｜15,580千円●

千葉県企業局との合同訓練の様子

浄水場の火山対策、浸水対策やポンプ所の停電対策を行うほか、他事
業者との災害訓練の充実や水道施設の保安対策の強化を図る。

●
事業内容（危機管理体制の充実）

●



（6）お客さまの信頼の向上
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令和元年度事業費｜10,582千円

お客さま意識調査事業

給水区域の在住者5,000人を対象とした
「お客さま意識調査」、及び大口の921
事業所を対象とした「事業所調査」を
実施した。

●
●

取組状況
水道の使用開始・休止の電子受付

県営水道の使用開始・休止手続きについて、
LINE等を活用した電子申請の運用を開始した。

取組状況
令和元年度事業費｜20,254千円●

●

コンビニエンスストア収納の拡大

給水装置工事に係る審査手数料な
どの収納金について、上下水道料
金と同様にコンビニエンスストア
での支払いを可能にした。

取組状況
令和元年度事業費｜10,499千円●

お客さま意識調査を実施するほか、コンビニエンスストアでの支払拡
大等に取り組む。

事業内容（お客さまのニーズを踏まえた事業運営）
●

●
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令和元年度事業費｜2,030千円●

●

（7）地域社会や国際社会への貢献

海外への技術協力に取り組むほか、ベトナムランソン
省への具体的な技術協力を行う。

技術協力の様子

事業内容

取組状況
「水量管理分野を対象とす
る覚書」を締結したランソ
ン省への技術協力について、
プロジェクトチームを設置
し、現地での技術協力等を
行った。

●

海外への水道技術協力事業



２ 電 気 事 業 会 計
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２ 電気事業 ＜主要施策体系図＞

16
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令和元年度事業費｜193,749千円●
● 相模ダムを将来にわたり健全に保ち、ダムの機能を維持するため、
事業計画に基づき、老朽化したダムのゲート等の取替えや、ダム直
下流の洗堀された河床等の保護を行う設計業務等を実施する。

事業内容

取組状況
放流設備及び下流施設の形状、配
置等を決定するために、概略設計
を実施したほか、ダム下流工事用
進入路等の建設に必要な用地取得
と詳細設計を実施した。

●

（１）施設の適切な維持管理と整備

相模ダムリニューアル事業図

事業スケジュール
・調査及び設備工事 ¦ R元～R５年度
・下流施設工事 ¦ R６～R10年度
・放流施設工事 ¦ R９～R20年度

相模ダムリニューアル事業
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令和元年度事業費｜1,294,170千円●
● 上流域の災害防止と、県民の大切な「水がめ」としての機能を確
保するため、相模貯水池等に堆積した土砂（堆砂）を除去し、
しゅんせつした土砂の有効活用を図る。

事業内容

取組状況
相模貯水池で約15万２千㎥の土
砂のしゅんせつを実施した。

相模貯水池については、令和２
年度から令和11年度までの10年
間を計画期間とした「相模貯水
池堆砂対策事業計画」を新たに
策定した。

●

●

しゅんせつの様子

相模貯水池大規模建設改良事業
（１）施設の適切な維持管理と整備
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令和元年度事業費｜33,253千円●

● 再生可能エネルギーの供給を増やすため、新たな小水
力発電所の建設に向けた計画を進める。

事業内容

取組状況
早戸川上流域における新たな
小水力発電所の導入に向け
て、測量、地質調査及び基本
設計を実施した。
令和元年東日本台風による林
道の通行止めにより、実施設
計等の令和２年度当初予算の
計上を見送った。

●

（2）再生可能エネルギー普及の推進

●

早戸川上流における新たな小水力発電所の設置

早戸川水系水力発電推進事業

)
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● 再生可能エネルギーで発電した電力の地産地消の取組
を進める。

事業内容（地産地消の推進）

取組状況
早戸川発電所、愛川太陽光発電所及び
谷ヶ原太陽光発電所で発電した電気につ
いて、湘南電力株式会社と令和４年度ま
でパートナー契約を結び、地産地消に活
用している。
企業庁、県、東京電力エナジーパート
ナー株式会社で「アクアdeパワーかなが
わ」に係る協定を令和元年12月27日に
締結し、企業庁の水力発電所で発電した
電気の環境価値を活用し、再生可能エネ
ルギーの地産地消及び県内企業の二酸化
炭素排出量の削減並びに県の環境施策に
活用する仕組みを構築した。

●

●

（地産地消パートナー契約に基づく愛称の付与）

（2）再生可能エネルギー普及の推進
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令和元年度事業費｜9,177千円●

● 水素エネルギー利用の動向を見据え、県営電気事業と
して事業化の可能性も含め、設備の運用や維持管理に
関するノウハウの習得を図るとともに、水素エネル
ギーとしての利用方法について研究する。

事業内容

取組状況
既設の城山ソーラーガーデン太
陽光発電設備で発電した電気を
水素に変換するための「水素エ
ネルギー供給設備」の設置工事
を令和元年度からの２か年の債
務負担行為を設定して実施して
いる。

●

(設置場所：相模川発電管理事務所駐車場内)

水素エネルギー利用の技術的研究
（2）再生可能エネルギー普及の推進
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● 多くの人に県営電気事業を理解してもらうとともに、
ダムや発電所に親しみを持ってもらうため、積極的な
広報を行うほか、ダム等を観光資源として活用した取
組を進める。

事業内容

取組状況
ダムの貯水状況や放流状況等を提供する
ホームページ「かながわの水がめ」の内
容を充実させ、より見やすく改善したほ
か、ダム事業の紹介等を行っているホー
ムページも全面リニューアルし情報提供
コンテンツを充実させた。
ダム、発電施設において、地域等のイベ
ントと連携したダム施設等見学会を開催
し、ダムカード、発電所カードを配布し
た。

（3）県民から信頼される事業運営

●

●

開かれたダム・発電所を目指した取組



３ 公営企業資金等運用事業
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地域振興施設等整備事業
（１）山北町洒水の滝遊歩道整備事業｜1,232千円

• 新たな遊歩道の整備及び周辺の落石対策等を実施するもの
で、令和２年度は整備工事を行う。

（２）寒川町営プール整備事業｜25,868千円

•現在休止中のプール施設について25ｍプールの新設等のリ
ニューアルを実施するもので、令和２年度は整備工事を行
う。

※令和２年度からは、（仮称）寒川町学校給食センター整備事業を開始

・
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LINEによる情報発信

●
● 令和元年度事業費｜3,311千円
企業庁ＬＩＮＥ公式アカウントを開設し、断水情報や
ダムの放流情報などの緊急情報等を迅速に情報発信し
た。（R２.６末時点 友だち登録者数 ¦ 15,581人）

神奈川県企業庁
LINE公式アカウント

友だち登録

情報発信

各種イベント情報、悪質業者や詐欺等の注意喚起、ダムの貯水状況、
計画断水情報等も発信

３ 公営企業資金等運用事業
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令和元年東日本台風の影響(水道施設)
浄水場や配水施設へ被害が生じ、相模原市緑区では、
土砂崩れや斜面崩落により導水管の破断や取水口の埋
没が発生した。

●

斜面崩落による導水管破損
（長野浄水場）

埋没した取水口
(底沢浄水場)

参考
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令和元年東日本台風の影響(ダム施設)
津久井湖の湖岸崩落や土砂の堆積、設備の損傷などが
発生した。また、城山ダムや三保ダムには大量の流芥
が漂着した。

●

城山ダム流芥の様子
(R1.11.8時点)

城山ダム流芥処理工事の様子

参考



Ⅱ 令和元年度公営企業会計決算額総括表
(単位：百万円)

（注１）収入決算額、支出決算額は税込みであり、収入決算額から支出決算額を差し引いた額は当年度損益と一致しない。
（注２）表及びグラフ等の数字は、端数切捨のため、合計額には一致しない箇所がある（次頁以降同様）。
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（参考）公営企業会計の仕組み

収入 支出

収益的収支

収入 支出

資本的収支（損益勘定留保資金）

料金収入等

経常経費

減価償却費等

当年度純利益

支払利息

その他収入

当年度留保資金

過年度留保資金

※現金の支出を
伴わない経費

企業債

長期借入金

補塡財源

建設改良費

元金償還金

（積立金）

減債積立金

建設改良積立金

利益処分 資本的収支では、建設改良費等の支出
(②)が、借入金等の収入(①)を上回る
が、不足する資金は、補塡財源により賄
われる。

補塡財源として使用できる主なものは、
以下の通りである。
・減価償却費等の現金支出を必要としな
い支出を計上することにより企業内に留
保された資金（損益勘定留保資金）
・収益的収支で生じた利益を利益処分し
た積立金

①

②

公営企業会計では、収入及び支出を以下
の通り区分して期間損益計算を明らかに
している。
１収益的収支（損益勘定）
・当年度の損益取引

２資本的収支（資本勘定）
・建設改良費等の投下資本の増減
に関する取引

28



Ⅲ 各事業会計の決算の状況

水 道 事 業 会 計
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１ 決算の概要
＜収益的収支＞

水道事業会計

30

（単位：百万円）



１ 決算の概要
＜収益的収支＞

水道事業会計
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１ 決算の概要
＜資本的収支＞

水道事業会計
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（単位：百万円）



２ グラフで見る決算書 水道事業会計
（１）損益計算書グラフ
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営業収益 営業費用

営業外費用
営業外収益

収益
(548.3億円)

費用
（497.0億円)

純利益 51.2億円

506.7億円

23.7億円

受水費
減価償却費
職員費 等

473.1億円

40.6億円

水道料金収入 等

水道利用加入金 等
支払利息 等

減損損失

特別利益 0.9億円
固定資産売却益 等 特別損失 8百万円



２ グラフで見る決算書 水道事業会計
（２）当年度損益の推移

34

億円



２ グラフで見る決算書 水道事業会計
（３）剰余金の処分

＜剰余金の処分案＞＜当年度未処分利益剰余金＞

35

当年度未処分利益剰余金 利益処分(案)

前年度繰越利益剰余金
翌年度繰越利益剰余金

減債積立金

0.3億円

51.2億円

0.9億円

2.5億円

48.1億円

（単位：百万円）

当年度純利益

その他未処分利
益剰余金変動額

66.4億円

建設改良積立金

資本金への組入
66.4億円

（単位：百万円）



２ グラフで見る決算書 水道事業会計
（４）水道料金収入
＜水道料金収入の前年度比較＞

※金額には消費税等相当額を含
む。 36



２ グラフで見る決算書 水道事業会計
＜水道料金収入（税抜き）と有収水量の推移＞

37

億円
億㎥



２ グラフで見る決算書 水道事業会計
＜参考＞家事用・工業用の１戸１か月使用水量と給水戸数の推移

38

＜家事用＞ ＜工業用＞

㎥
万戸 ㎥ 戸



２ グラフで見る決算書 水道事業会計
（５）水道料金の免除の状況

免除の概要
平成31年４月１日から令和２年３月31日までの間に督促から５年を経過し、
かつ債務者の所在不明等により納入見込みのない水道料金について、神奈川県
県営上水道条例に基づき免除する。

件数及び金額の合計額
12,525件、33,562,887円（平成30年度 12,659件、35,169,003円）

免除の内訳
理由別内訳
・債務者の所在不明
12,449件 32,314,652円
・債務者の破産

76件 1,248,235円
用途別内訳
・家事用
11,814件 27,018,305円

・業務用他
711件 6,544,582円

金 額 帯 件数

500,001円以上 1件

100,001円以上 500,000円以下 11件

10,001円以上 100,000円以下 331件

10,000円以下 12,182件

合計 12,525件

39



２ グラフで見る決算書 水道事業会計
（６）漏水率の推移

40

有収率
91.4％

＜漏水率の推移(％)＞
漏水率 4.6%

調定減額水量 0.3%
有効無収率 3.7%

＜送水量分析＞



２ グラフで見る決算書 水道事業会計
（７）貸借対照表グラフ

41

有形固定資産
3,078.7億円

投資その他の資産
707.5億円

流動資産 366.4億円
資産(4,163.6億円)

10.8億円
無形固定資産

固定負債
1,413.9億円

流動負債 318.8億円

繰延収益 415.5億円

資本金
1,659.0億円

負債・資本(4,163.6億円)

資本剰余金

利益剰余金

144.7億円

211.6億円

負債
2,148.2億円

資本
2,015.4億円



２ グラフで見る決算書 水道事業会計
（８）企業債・長期借入金残高の推移

42
※ ( ) 内は、令和元年度末の残高である。

1,564億円 1,552億円 1,521億円 1,475億円 1,478億円

（-）

億円



２ グラフで見る決算書 水道事業会計
（９）キャッシュフローグラフ

億円

43

9.8億円の増△

△



２ グラフで見る決算書 水道事業会計
＜参考＞神奈川県営水道事業経営計画における財政収支見通しとの比較

44

（単位：億円）



Ⅲ 各事業会計の決算の状況

電 気 事 業 会 計

45



１ 決算の概要
＜収益的収支＞

電気事業会計

46

（単位：百万円）



１ 決算の概要
＜収益的収支＞

電気事業会計

47



１ 決算の概要
＜資本的収支＞

電気事業会計

48

（単位：百万円）



２ グラフで見る決算書 電気事業会計
（１）損益計算書グラフ

49

営業収益 営業費用

営業外費用
営業外収益

収益
(78.3億円)

費用
（72.3億円)

純利益 6.0億円

76.9億円

1.9億円

減価償却費
修繕費
職員費 等

70.3億円

1.4億円

水力発電事業収益 等

受託収益 等
支払利息 等

特別利益 2百万円
引当金の戻入益



２ グラフで見る決算書 電気事業会計
（２）当年度損益の推移

50

億円



２ グラフで見る決算書 電気事業会計
（３）剰余金の処分

＜剰余金の処分案＞＜当年度未処分利益剰余金＞

51

当年度未処分利益剰余金 利益処分(案)

当年度純利益

前年度繰越
利益剰余金

建設改良積立金

10.7億円

6.0億円

10.7億円

３.0億円

その他未処分利
益剰余金変動額6.3億円

翌年度繰越
利益剰余金

資本金への組入

減債積立金

３.0億円

6.3億円

（単位：百万円）（単位：百万円）



２ グラフで見る決算書 電気事業会計

＜水力発電電力料金収入（税抜き）と供給電力量の推移＞

52

（4）電力料金収入

億円 億kWh



２ グラフで見る決算書 電気事業会計
＜太陽光発電電力料金収入（税抜き）と供給電力量の推移＞

53

億円 百万kWh



２ グラフで見る決算書 電気事業会計
（５）貸借対照表グラフ

54

電気事業固定資産
282.3億円

投資その他の資産
100.0億円

流動資産 205.5億円

資産(600.1億円)

12.1億円
固定資産仮勘定

固定負債 49.0億円
流動負債 32.0億円

資本金
394.7億円

負債・資本(600.1億円)

資本剰余金
1.9億円

負債
82.5億円

資本
517.5億円

利益剰余金
120.8億円

繰延収益
1.4億円



２ グラフで見る決算書 電気事業会計
（６）企業債残高の推移

注 （ ）内は、令和元年度末の残高である。
55

58億円

50億円

43億円

35億円

28億円

億円



２ グラフで見る決算書 電気事業会計
（７）キャッシュフローグラフ

56

12.2億円の増
△ △

億円



２ グラフで見る決算書 電気事業会計
＜参考＞神奈川県営電気事業経営計画における財政収支見通しとの比較

57

（単位：億円）



Ⅲ 各事業会計の決算の状況

公 営 企 業 資 金 等
運 用 事 業 会 計

58



１ 決算の概要
＜収益的収支＞

公営企業資金等運用事業会計

59

（単位：百万円）



１ 決算の概要
＜収益的収支＞

公営企業資金等運用事業会計

60



１ 決算の概要
＜資本的収支＞

61

公営企業資金等運用事業会計

（単位：百万円）



２ グラフで見る決算書
（１）損益計算書グラフ

62

営業収益 営業費用

営業外費用
2.0億円

営業外収益
4.8億円

収益
(9.7億円)

費用
（6.4億円)

純利益 3.3億円

4.6億円 減価償却費
職員費 等

4.4億円

運用資金収益
運用資産収益 等

受取利息
共通管理費収入 等

委託費 等

特別利益 0.2億円
退職給付引当金戻入

公営企業資金等運用事業会計



２ グラフで見る決算書 公営企業資金等運用事業会計
（２）当年度損益の推移

63

億円



２ グラフで見る決算書
（３）剰余金の処分

＜剰余金の処分案＞＜当年度未処分利益剰余金＞

64
当年度未処分利益剰余金 利益処分(案)

当年度純利益

前年度繰越利益剰余金

1.5億円

1.7億円

3.3億円

翌年度繰越利益剰余金

利益積立金

他会計繰出金

公営企業資金等運用事業会計

（単位：百万円） （単位：百万円）

12万円 71万円



２ グラフで見る決算書
（４）貸借対照表グラフ

65

有形固定資産
89.2億円

投資その他の資産
395.5億円

流動資産 228.4億円

資産(716.8億円)

3.6億円
無形固定資産

資本金
690.7億円

負債・資本(716.8億円)

資本剰余金
1.2億円

固定負債 1.7億円
流動負債 1.5億円
繰延収益 1.4億円

20.1億円

公営企業資金等運用事業会計

負債 4.7億円

利益剰余金

資本
712.1億円



２ グラフで見る決算書

66

公営企業資金等運用事業会計
（５）他会計への貸付

注 （ ）内は、令和元年度末の貸付残高である。

億円



-

２ グラフで見る決算書 公営企業資金等運用事業会計
（６）キャッシュフローグラフ

67

66.9億円の減

△

億円



Ⅲ 各事業会計の決算の状況

相模川総合開発共同事業会計
酒匂川総合開発事業会計

68



１ 決算の概要 酒匂川総合開発事業会計
相模川総合開発共同事業会計

（１）相模川総合開発共同事業会計

（２）酒匂川総合開発事業会計

ダム施設等の維持管理など経費全額を各事業者からの受託収入で賄っており、収入と支出が
同額であるため、当年度損益は生じない。

（単位：百万円）

69

（単位：百万円）



（参考）令和元年度の主要事業に係る予算・決算額対比表
（単位：千円）

70

※ 繰越等：前年度繰越額及び流用増減額を含む。次頁以降同様。

※



（単位：千円）

71

（参考）令和元年度の主要事業に係る予算・決算額対比表



（単位：千円）
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（参考）令和元年度の主要事業に係る予算・決算額対比表



（単位：千円）

73

（参考）令和元年度の主要事業に係る予算・決算額対比表


